
大個審第２４号  

（答申第３４０号）
  令和元年８月２日
大阪府知事　　様
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　大阪府個人情報保護審議会

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　会　長　柳井　健一
個人情報の取扱いに関する意見について（答申）

　令和元年７月２２日付け国健第１７４３号で諮問のありました「大阪府健康づくり支援プラットフォーム整備等事業」の本格実施に係る大阪府個人情報保護条例（以下「条例」という。）第７条第５項に規定する要配慮個人情報の収集禁止原則の例外事項については、審議の結果、その収集する要配慮個人情報については、事業の目的を達成するために必要不可欠と認められることから、下記事項に留意の上、本件収集に関して例外事項に該当するものとして取り扱って差し支えないものと認めましたので、答申します。
記

１　実施機関において、本事業のために用いる個人情報の管理責任者を定め、個人情報の漏えいの防止等、個人情報の適切な管理のために必要な措置を講ずること。

　　また、本事業において個人情報を取り扱う職員については、必要最小限の人数とすること。
　　

２　収集する個人情報は、本事業を実施するために必要な範囲内で、適法かつ公正な手段により行うこと。また、本事業の参加者には、収集する個人情報の内容及び収集した個人情報の利用方法が明確に理解できるようなホームページの構築等を行い、参加者が十分に自ら収集される個人情報の内容及び収集した個人情報の利用方法を理解して、本事業への参加の同意を判断することができるよう工夫すること。
　　
３　本事業の委託先に対して、個人情報取扱責任者を定め、個人情報の漏えい、滅失又は損傷の防止など、条例第１０条に基づく個人情報保護措置を求めること。
　　また、本事業の委託先に対して、本事業の個人情報を取り扱う従事者の人数を必要最小限とし、事前に従事者の届出を行うよう求めること。
４　委託契約書に基づき、再委託を承認する場合は、再委託先に対し、個人情報の取扱いについて、委託先に求める内容と同様の個人情報保護措置を求めること。
　
５　本事業により収集した個人情報を個人が特定できないよう加工を施すことにより、いわゆるビッグデータとして利用する等の場合については、必ず当審議会への諮問を経ること。
６　本事業において、個人情報を提供する市町村に対し、個人情報の適正管理等、当該市町村の個人情報の保護に関する条例を適正に運用することを求めること。
（答申に関与した委員の氏名）
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